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【 日本語指導が必要な外国人児童生徒数 】 

【 （参考）公立学校に在籍している外国人児童生徒数 （出典：文部科学省「学校基本調査」） 】 

（各年5月1日現在） 

１．日本語指導が必要な外国人児童生徒数 
出典：文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査（平成26年度）」 
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【 日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数 】 

２．日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒の在籍状況 
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【 日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する学校数 】 

３．日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍状況 

【 日本語指導が必要な外国人児童生徒の母語別在籍状況 】  
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【 日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍人数別学校数 】 

【 日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍人数別市町村数 】  

４．日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍状況② 
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○外国人児童生徒等に対する日本語指導の充実のための教員配置 

  学級数等から算定されるいわゆる基礎定数とは別に、外国人児童生徒の日本語指導を
行う教員を配置するための加配定数を措置。 

○日本語指導者等に対する研修の実施 

  独立行政法人教員研修センターにおいて、外国人児童生徒教育に携わる教員や
校長、副校長、教頭等の管理職及び指導主事を対象として、日本語指導法等を主な
内容とした実践的な研修を実施。（年１回、４日間、定員１１０名）  

各地域での研修会へつなげよう！ 

あいうえお 

５．就学機会を保障し、「入りやすい公立学校」を実現するために 

 外国人がその保護する子を公立の義務教育諸学校に就学させることを希望する場合には、
無償で受け入れており、教科書の無償給与や就学援助を含め、日本人と同一の教育を受け
る機会を保障している。 

就学ガイドブック 
就学ガイド【概要版】 

○就学ガイドブックの作成・配布 
 公立義務教育諸学校への就学の機会を逸することのないよう、 日本の教育制度や就学の 

 手続等をまとめた就学ガイドブックを ポルトガル語、中国語等７言語で作成（平成26年度改訂）。 

 教育委員会・在外公館等に配布したほか、不就学となっている 外国人の子どもの就学を 

 より一層促進するため、法務省地方入国管理局において、「就学ガイドブック」概要版を配布。     

 文部科学省ホームページにも掲載している。 

   http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1320860.htm 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊＊各地域の取組の実践交流＊＊ 
 
（担当指導主事等連絡協議会の開催、 
 情報検索サイト「かすたねっと」への 
 資料掲載  等） 

 
・帰国・外国人児童生徒及び日本語指導が必要な児童生 
 徒に対する支援の多様化 
・初等中等段階からのグローバル人材の育成 

平成２７年度概算要求額：２１１百万円（前年度予算額：１００百万円） 
帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業（Ⅰ公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業） 

本事業は、実施主体（都道府県・指定都市・中核市）の取組に対して、総事業費の1/3を上限として予算の範囲内で交付を行う補助事業である。 

現  状 
 

・対象児童生徒一人一人の実態に応じた日本語指導 
・少数在籍校や散在地域における受入・支援体制の整備 
・帰国児童生徒の個性と特性を生かした教育の推進 

課  題 

事業実施項目（地域の実情に応じて組み合わせる） 

日本語指導の充実 

 
○（必須）「日本語能力測定方法」の活 
 用による児童生徒の日本語能力の把握 
○（必須）「特別の教育課程」による日 
 本語指導の実施 
○日本語指導担当教員及び指導補助者へ 
 の研修の実施 
○日本語指導のための教材の作成 

 

義務教育への就学機会の確保 

 
○就学相談窓口の設置 
○就学ガイダンスの開催 
○関係機関と連携した就学案内 
 （パンフレット等の作成・配付） 
○就学状況の調査 

公立学校への円滑な受入れ 
 

○初期適応指導教室(プレクラス)の実施 
○日本語指導ができる支援員の派遣 
○児童生徒の母語が分かる支援員の派遣 
 
 

指導・支援体制の整備 

 
○センター校の設置 
○域内の公立学校への巡回指導の実施 
○地域全体で取組を推進するための協議 
 会の開催 
○少数在籍校又は散在地域への指導・支 
 援体制の充実 

進路保証 

 
○域内の高校やハローワーク等との連携 
 による進路ガイダンスの開催 
○高校での支援員による進路相談 
 
 

○公立学校における帰国・外国人児童生徒等の受入体制・支援体制づくりの推進 

   ６．各自治体の取組を支援するために 



   ７．「特別の教育課程」の編成・実施について 

①指導内容：児童生徒が日本語で学校生活を営み、学習に取り組めるようになるための指導 
②指導対象：小・中学校段階に在籍する日本語指導が必要な児童生徒 
③指 導 者：日本語指導担当教員（教員免許を有する教員）及び指導補助者 
④授業時数：年間10単位時間から280単位時間までを標準とする 

⑤指導の形態及び場所：原則、児童生徒の在籍する学校における「取り出し」指導 
⑥指導計画の作成及び学習評価の実施：計画及びその実績は、学校設置者に提出 

１．制度の概要 

２．制度導入により期待される効果 

○児童生徒一人一人に応じた日本語指導計画の作成･評価の実施 
       → 学校教育における日本語指導の質の向上 
○教職員等研修会や関係者会議の実施 
      → 地域や学校における関係者の意識及び指導力の向上 
○学校教育における「日本語指導」の体制整備 → 組織的・継続的な支援の実現 

３．支援体制 

 
国の施策 
 

【設置者】・学校への指導助言 ・人的配置、予算措置 ・研修の実施 等                    
【学  校】・学校教育への位置付け ・指導計画の作成、指導、評価    等 
【支援者】・専門的な日本語指導 ・母語による支援 
               ・課外での指導・支援                                                                    等 



   ８．外国人児童生徒教育の総合的な支援のために 

外国人児童生徒の総合的な学習支援事業（平成22～24年度） 

情報検索サイト「かすたねっと」～地域の実践事例の集約と提供～ 

 
H23.3 開設 

サイト リンク  →www.casta-net.jp/ 

１ 

２ 

３ 

４ 

『外国人児童生徒受入れの手引き』 ～体系的・総合的なガイドライン～ 

 文部科学省HPリンク →http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/002/1304668.htm 

H23.3 配付 

『外国人児童生徒のためのJSL対話型 アセスメント～ＤＬＡ～』 
 ～日本語能力の把握と、その後の指導方針を検討する際の参考～       

H26.3 配付 

文部科学省HPリンク →http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003.htm 

『外国人児童生徒教育研修マニュアル』 H26.3 配付 

文部科学省HPリンク →http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/main7_a2.htm 

都道府県教育委員会や
市町組合教育委員会に 

成果を普及 

研修プログラム検索サイト →http://crie.u-gakugei.ac.jp/jsl_search2/ 



外国人児童生徒の総合的な学習支援のために～外国人児童生徒のためのJSL対話型アセスメント 

DLAのねらい 

 主に、日本語による日常会話はできるが、教科学習に困難を感じて
いる児童生徒を対象としています。 

 子どもたちの言語能力を把握市、どのような学習支援が必要である
かを検討する際の参考となる情報を得ます。 

Dialogic Language Assessment For Japanese as a Second Language 

DLAの特徴 
 

一番早く伸びる会話力を用い 

て、一対一の対話で教科学習に
必要な言語能力を「話す」「読む」
「書く」「聴く」の４つの面から把握
します。 



情報検索サイト「かすたねっと」   http://www.casta-net.jp/ 

 

外国人児童生徒の総合的な学習支援のために 


